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Ⅳ 機械設備計画 

１．設計方針 

  計画建物の機能が十分発揮できるよう,下記の方針に基づき計画する。 

  「建築設備計画・同要領（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修）（最新版）」,「建築設備設計

基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修）（最新版）」によるほか,下記の項目に重点をおい

た設計とする。環境物品等の調達の際には原則,「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グ

リーン購入法）」により,環境物品等を調達すること。 

 ア 利用者，執務者の快適性についての検討 

   （１）利便性の良い個別空調の採用 

   （２）ユニバーサルデザイン,バリアフリーに配慮した衛生器具の選定 

 イ 近隣，景観に対する配慮 

   （１）外部騒音・臭気に対する配慮 

   （２）景観の配慮した機器選定（特に屋上設置機器は,景観条例を遵守する。） 

   （３）給排気位置の配慮 

 ウ ビルの機器・設備等の運転管理の最適化 

   （１）各種エネルギー量,室内外環境の測定値の把握を行う。 

 エ 環境負荷低減に対する配慮 

   （１）高効率及び省電力化仕様の機器の採用 

   （２）オゾン破壊係数ゼロ及び地球温暖化係数の低い冷媒を用いた熱源の採用 

   （３）ＣＯ２センサー機能付全熱交換器及びクールピットによる外気取入熱負荷の削減 

   （４）井水及び雨水利用 

   （５）エコマテリアルの採用 

   （６）打ち水の採用 建物周囲に放水 

   （７）ペレットストーブの設置 

   （８）ナイトパージシステムの採用  

 オ メンテナンスの容易なシステム 

   （１）分割搬入可能な熱源を採用する。 

   （２）建物の長寿命化に配慮したダクト,配管等のルート選定を行う。 

   （３）汎用機器を採用（能力,機種等の統一化）する。 

   （４）機器メンテナンス及び増設のスペースを確保する。 

   （５）空調機,全熱交換器及び防火ダンパー等には保守点検用の天井点検口を設置する。 

   （６）天井隠蔽機器の点検口は 600mmx600mm 以上とする。 

   （７）地下に設置する排水槽には,点検用マンホールを２箇所設置する。 

カ 防災拠点としての機能 

   （１）耐震安全性の分類は「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説」に定める甲類を採用する。 

   （２）大地震時の水平方向及び鉛直方向への地震力に対し,移動,転倒及び破損等が生じない設備機器及び

配管等を設置する。 

   （３）「京都市防災水利構想」及び「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説」の基準に定める,非常用水

槽,非常用排水槽を確保する。 

（４）受水槽に直接採水可能な給水栓及び緊急遮断弁を設置する。 

（５）井戸揚水ポンプから直接採水可能な給水栓を設置する。 

（６）建物導入部の配管にはフレキシブル継手を設置する。 

（７）受水槽の浸水防止のため,床排水口又は緊急排水ポンプ等を設置する。 

（８）配管系統を分け,被害が全体に波及しないよう,配慮する。 

（９）災害仮設トイレ用マンホールを 2箇所設置する。 

   （１０）非常用電源が必要な機器 

      給水設備,地下階に設ける各排水ポンプ,井戸揚水ポンプ,災害時に使用する通信機器室の空調・換

気設備,消防防災設備等 

 キ 振動対策 

   （１）振動を伴う機器に対する配慮 

     ・空調室外機,床置型のファン類及びポンプ類等はスプリング防振架台等を設置し,駆体への振動,伝

搬を防止する。 

   （２）振動を伴う機器に接続する配管,ダクト類に対する配慮 

     ・必要に応じてフレキシブル継手や防振継手を設置する。 

・機械室内は,配管及びダクト等の吊材部分にも防振対策を施す。 

 ク 騒音対策 

   （１）空調室外機周囲には,防音壁を設け,近隣に対する騒音に配慮する。 

   （２）外気ガラリへ接続するダクトには,各種消音装置を設置する。 

 ケ その他 

実施設計・施工にあたり,下記の点に留意する。 

（１）外壁,内壁,天井等の表面に設置する設備器具は,指定色仕上げにするなど意匠に配慮したものとす

る。 

   （２）配管・ダクトについては色分け等で種別,系統をわかりやすくする。 

   （３）ダクトについては,外壁から１ｍ以内は全て保温する。また,結露の恐れのある部位は全て断熱処置

を施す。 

   （４）本書に記載なくとも,法的に必要な性能を満足するとともに,必要な設備を備える。 

  （５）建築工事にて設置するウォータークーラーへの各種配管は,接続までを機械設備工事で行う。 

   （６）屋外部分（屋上横走り配管等）,地下ピットの配管支持は,ステンレス鋼製とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


